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 資料   

 

京都府における水素インフラ整備ビジョン（仮称） 
骨子案 

 

 

 

【構成】 

 

１ ビジョン策定の目的 

 

２ ビジョン策定の背景 

○ 水素エネルギーの可能性 

○ 民間の動き 

  ・ 13社による共同声明（2011年 1月） 等 

○ 国の動き 

  ・ エネルギー基本計画（2014年 4月） 

  ・ 水素・燃料電池戦略ロードマップ（2014年 6月） 等 

 

３ 課題と取組の方向性 

○ 水素に対する社会的受容性の向上 

○ 水素ステーションの戦略的な整備 

○ ＦＣＶの導入支援 

○ 水素関連産業の育成 

 

４ 現状 

 

５ 目標 

○ 水素ステーションの整備促進 

 

６ 取組 

○ 普及啓発 

○ ＦＣＶ・水素ステーションの導入支援 

○ 水素関連産業の研究・育成 
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１ ビジョン策定の目的 

京都府は、京都議定書誕生の地として、持続可能な社会を実現に向け、平成17

年に「京都府地球温暖化対策条例」を制定し、事業活動及び日常生活におけるエ

ネルギーの使用の抑制、豊かな緑の創出その他の地球温暖化対策を推進してき

た。 

その中で、自動車交通に関する対策として、公共交通機関の利用やエコドライ

ブの普及の促進に加え、電気自動車等の普及促進に総合的に取り組んでいくた

め、平成21年３月に、全国初となる「京都府電気自動車等普及促進条例」を制定

し、平成22年３月に、同条例に基づく「京都府電気自動車等普及促進計画」を策

定するとともに、平成26年12月には、社会状況を踏まえて同計画を改定し、各般

の施策を展開してきた。 

同計画では、燃料電池自動車（以下「ＦＣＶ」という。）に、水素社会への扉

を開く役割を期待し、ＦＣＶ普及に向けた情報収集や、水素関連産業のあり方を

調査研究するとともに、水素ステーションの誘致推進に取り組むこととしてい

る。 

他方、平成26年４月に閣議決定された新たなエネルギー基本計画を踏まえ、経

済産業省が同年６月に策定した「水素・燃料電池戦略ロードマップ」でも、平成

52年までに、３つ段階を踏んで水素社会の実現を図ることとし、その第一段階で

は定置用燃料電池やＦＣＶの活用の拡大を目指すこととされている。 

そこで、本ビジョンでは、京都府における水素社会の実現に向けた当面の間の

取組を推進していくため、ＦＣＶの普及促進やＦＣＶの導入や活用拡大に欠かす

ことのできない水素ステーションや水素関連産業に関する目標や取組を定める

こととした。 

  なお、本ビジョンについては、適宜、必要な見直しを行うものとする。 

 

 

２ 水素エネルギーの可能性 

  水素エネルギーは、利用段階ではＣＯ２を排出しないことから、化石資源を用

いない水素製造技術が実用化されれば、ＣＯ２フリーの持続可能なエネルギー源

となるとともに、水素は、製造原料の代替性が高く、副生水素、原油随伴ガス、

褐炭といった未利用エネルギーや、パワー・ツー・ガスにより再生可能エネルギ

ー由来の電気から製造することができることから、エネルギーセキュリティの向

上に大きく貢献し得る。 

  また、水素は、高いエネルギー密度で貯蔵することができることから、場所を

とらない非常時などの分散型電源としての活用が期待される。 
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３ 課題と取組の方向性 

  国のロードマップでは、「水素利活用技術には、技術面、コスト面、制度面、イ

ンフラ面で未だ多くの課題が存在しており、社会に広く受容されるか否かは、ま

さにこれからの取組にかかっている。具体的には、燃料電池の耐久性や信頼性等

の技術面の課題、現状では一般の許容額を超過するコスト面の課題、水素を日常

生活や産業活動でエネルギー源として使用することを前提とした制度整備等の

制度面の課題、水素ステーション整備といった水素供給体制等のインフラ面の課

題であり、これらの課題を一体的に解決できるかが鍵となる。」とされている。 

その中で、ＦＣＶに関する具体的課題としては、次の７つの主要な課題が提示

されている。 

 

【ＦＣＶに係る主な課題】 

課題１：燃料電池システム等の更なるコスト低減が必要 

課題２：ＦＣＶの基本性能等の向上が必要 

課題３：ＦＣＶの海外展開が必要 

課題４：ＦＣＶの認知度や理解度の向上が必要 

課題５：燃料電池の適用分野の拡大 

課題６：従来のガソリン車等と遜色のない燃料代となる水素価格の設定が必要

課題７：水素ステーションの戦略的な整備が必要 

 

  上記の現状や課題を踏まえ、自治体の取組が期待される事項として、次のよう

なものが考えられる。 

 

(1) 水素に対する社会的受容性の向上・ＦＣＶに対する理解の促進 

   水素の安全性や可能性に関する理解を促すことが重要であり、水素に対する

一般的な危険というイメージを払しょくするために、リスクコミュニケーショ

ンを含む安全・安心の取組を進める必要がある。 

 

 (2) 水素ステーションの戦略的な整備 

   先行整備期間において、必要な水素ステーション整備を進められるよう、効

率的な整備に適当な地域を明らかにし、当該地域への水素ステーションの整備

を促す必要がある。 

   市場初期においては、水素の需要に応じて、水素ステーションの位置を柔軟

に変更でき、一つの設備で複数地域での営業が可能となる移動式水素ステーシ

ョンを積極的に活用する必要がある。 
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 (3) ＦＣＶの導入支援 

水素ステーションの整備費や運営費は非常に高額であり、市場初期の稼働率

が低い期間の水素ステーションを支援（ＦＣＶの導入支援を含む。）する必要

がある。 

 

(4) 水素関連産業の育成 

水素関連産業は、素材産業を含む製造業、ガス・石油・電気等のエネルギー

産業と多岐にわたるものであり、今後、大学及び研究機関等が有する技術など

を活かした、価格の低減に向けた技術開発等が期待される。府内においても、

中小企業等の参入を進めていく必要がある。 
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４ 現状 

 

 (1) ＦＣＶの普及 

   府内では、平成27年度に、京都市がカーシェアリング等を実施するためＦＣ

Ｖ３台を導入する予定である。 

 

 (2) 水素ステーションの整備 

ＦＣＶの普及促進及び早期の自立的な市場の確立を目指すため、経済産業省

（資源エネルギー庁）において、「水素供給設備事業費補助金」を平成25年度

から設置。本事業を通じて、平成27年度中までに四大都市圏を中心とした地域

において累計100箇所の水素供給場所の確保を目指すこととしている。 

 

○予算 ２１３．８億円 

（H25予算：45.9億円、H26予算：72億円、H26年度補正予算：95.9億円） 

 

○補助件数 ７３件 

（H25：18件、H26：23件、H26補正：33件 ※交付決定ベース） 

 

○地域別内訳 

関西  １２件（滋賀県１（大津市1）、京都府２（京都市2）、兵庫県１（尼崎市1） 

大阪府７（大阪市4、茨木市2、泉佐野市1）、徳島県１（徳島市1）） 

首都圏 ３３件（神奈川県13、埼玉県5、東京都9、千葉県5、山梨県1） 

  中京  １６件（愛知県16） 

  九州  １２件（山口県1、福岡県9、佐賀県1、大分県1） 

 

○整備事業者と整備地域 

 石油精製（JX日鉱日石エネルギーほか）：３５件（関東21、中京6、関西3、九州5） 

  水素ガス製造（岩谷産業、岩谷瓦斯ほか）：２３件（関東6、中京3、関西7、九州6） 

  ガス会社               ： ８件（大阪ガス2、東京瓦斯3、 

東邦ガス2、西部ガス1） 

  豊田通商・三井住友ファイナンス＆リース： ７件（関東3、中京4） 

東邦瓦斯・岩谷産業          ： １件（中京1） 

 

 

 



 

○全

 

○近

 

全国での整備

近畿圏での整

備計画（燃料

整備計画 

料電池実用化
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化推進協議会会ウェブペーージ） 
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    ＦＣＶ普及の政府目標が、「次世代自動車戦略2010」において、平成32年に

「～１％」、平成42年に「～３％」と示されていることから、新車販売台数

に占めるＦＣＶの割合は、平成28年度以降、毎年度、0.2％ずつ増加するも

のとする。 

    次に、全国及び府内の乗用車保有台数（平成27年2月末）は、それぞれ、

60,787,484台及び1,002,650台（一般財団法人自動車検査登録情報協会）で

あり、それらを基に算出した京都府の割合は1.65％である。 

    また、全国の過去５年間の平均新車販売台数は、5,110,707台／年（一般社

団法人日本自動車販売協会連合会）であり、府内の新車販売台数は、この平

均新車販売台数に前述の京都府の割合を乗じた水準で推移するものと想定

する。 

 

  イ 平成37(2025)年度のＦＣＶ普及台数 

    ＦＣＶ普及の政府目標や燃料電池実用化推進協議会のシナリオなどに基づ

く想定では、平成37年度の京都府内のＦＣＶの累積台数は、約9,000～約

33,000台と試算される。 

 

    アと同様に想定した場合には、約9,000台となる。 

    また、燃料電池実用化推進協議会（ＦＣＣＪ）の「ＦＣＶと水素ステーシ

ョンの普及に向けたシナリオ」によれば、平成62（2050）年における運輸部

門の温室効果ガス排出量80％削減の目標達成には、平成37年時点でＦＣＶ

200万台を普及させる必要があるとされている。 

    この台数に府内の乗用車保有台数割合を乗じれば、約33,000台となる。 

 

  ウ 平成37(2025)年度の水素ステーション整備数 

    ＦＣＶ普及の政府目標や燃料電池実用化推進協議会のシナリオなどに基づ

く想定では、平成37年度の京都府内の水素ステーションは５～17基となる。 

 

ＦＣＣＪのシナリオでは、平成37年に、水素ステーションがビジネスとし

て成立し、ＦＣＶ・水素ステーションの自立拡大が開始するに求められる水

準として１ステーション当たりＦＣＶ2,000 台とされている。 

    この水準をＦＣＶの普及台数に当てはめると、水素ステーションは５～17

基と試算される。 
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６ 取組（検討素案） 

 

(1) 普及啓発 

・ 京都環境フェスティバルなど府のイベントにおけるＦＣＶの展示・試乗 

（京都縦貫道全線開通式、海の京都博など、府主要イベントでの披露） 

・ 関西広域連合の電気自動車写真コンテストを通じたＦＣＶの魅力発信 

・ 体験乗車の機会提供 [cf. 京都市がＦＣＶカーシェアを実施予定] 

・ 水素の特徴、安全確保のための取組等の広報 

・ 水素ステーションに関する広域的な情報の提供 

・ 公用車への率先導入 

                     など 

 

(2) ＦＣＶ及び水素ステーションの普及に向けた取組 

・ ＦＣＶの初期需要を創出するため経済的支援 

（京都府電気自動車等普及促進条例に基づく自動車税等の減免） 

・ 府内のタクシーやレンタカー事業者へのＦＣＶ導入支援 

・ 水素ステーションに関わる、立地、運営等に関する規制の更なる見直し

の国への提案 

                       など 

 

(3) 水素関連産業の研究・育成 

・ 大学や企業と共同での安価で安定的な水素製造技術の研究 

・ 国や事業者の取組と連携した再生可能エネルギー電気やバイオガスによ

る水素製造・貯蔵の試験研究の推進 

・ 水素関連産業に関する事業者向けセミナーや技術相談会の開催 

・ 異業種交流会を通じた水素関連技術の情報交換 

         など 

 

 

 

 


